犯罪の抑止変数に関する統計的検討―警察庁統計と社会保障・社会福祉の指標を用いた重回帰分析の結果より― by 榎 宏朗 et al.
犯罪の抑止変数に関する統計的検討―警察庁統計と
社会保障・社会福祉の指標を用いた重回帰分析の結
果より―
著者 榎 宏朗, 小泉 隆文, 細井 洋子, 片平 洌彦
雑誌名 東洋大学社会福祉研究
号 4
ページ 31-38
発行年 2011-10
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00005144/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
論文一犯罪の抑止変数に関する統計的検討一／榎宏朗／小泉隆文／細井洋子／片平洌彦
●論文
　　　　　　　　　犯罪の抑止変数に関する統計的検討
一警察庁統計と社会保障・社会福祉の指標を用いた重回帰分析の結果より一
東洋大学大学院福祉社会システム専攻修士課程
　　　　　　　　　　　榎　　宏朗
東洋大学大学院福祉社会システム専攻修士課程
　　　　　　　　　　　小泉　隆文
　　　　　　東洋大学大学院社会学研究科教授
　　　　　　　　　　　　　細井　洋子
東洋大学大学院福祉社会デザイン研究科非常勤講師
　　　　　　　　　　　　　片平　洌彦
要旨
　片平（2010）による文献的考察において、犯罪
の増減は社会保障・社会福祉の充実度と関連して
いることが示唆された。また、前掲論文において
は犯罪の発生率に有意な相関を持つ独立変数につ
いての見解が一致していない状況にあるとの指摘
があり、社会保障・社会福祉の指標を犯罪の抑止
変数として採用した研究は部分的にしか行われて
いない。
　そこで本研究は「社会保障・社会福祉の充実は
犯罪の抑止要因となりうる」という仮説を設定し、
社会保障・社会福祉の充実度と犯罪の発生率が関
連しているかを定量分析によって明らかにするこ
とを目的とした。
　方法として、まず、警察庁統計『平成17年の犯罪」
における罪種ごとの動機に占める「生活困窮」の
割合を算出し考察した。次に、「生活困窮」を動機
とする割合の高い罪種の犯罪発生率を従属変数と
し、朝日新聞出版の「WEB民力」2005年の諸指
標から①一人当たりの民生費投資額②富裕度③失
業率を独立変数として選択し重回帰分析を行った。
　その結果、「生活困窮」を動機としている比率が
高い罪種は「詐欺」「侵入盗」「強盗」「偽造」「非
侵入盗」「横領」「住居侵入」であることが判明し
た．これらの罪種について重回帰分析を行った結
果、「強盗」「住居侵入」等4罪種と「一人あたりの
民生費投資額」に有意な負の相関関係、「強盗」「偽
造」等4罪種と「失業率」に有意な正の相関関係、「強
盗」「詐欺」等4罪種と「富裕度」に有意な正の相
関関係が確認できた，
　以上の結果から、社会保障・社会福祉の充実度
を示す「一人あたりの民生費投資額」は「生活困窮」
を動機とする犯罪の抑止変数とみなし得ると考え
られ、部分的に仮説を強化できたと結論できる。
キーワード：予防福祉学
社会福祉　重回帰分析
1．はじめに
犯罪抑止　社会保障
　疾病や貧困などの社会問題は、通常は起きてし
まった場合に事後的な対処を余儀なくされるが、
最善の策は事前の予防である。犯罪の被害者・加
害者に対するソーシャルワークというテーマでの研
究報告は、「司法福祉」の分野でなされている。し
かしながら、犯罪の予防について社会福祉学の観
点からの研究は殆ど行われていない。
　犯罪の予防・抑止については刑事政策の領域に
おいて以下の研究がなされている。
　「日本は世界でも犯罪率が低い国の1つだが、そ
の理由は実証的に証明されておらず、日本の低犯
罪率を国際比較的な計量分析により検討すること
が重要な研究課題」という問題意識から出発して、
「戦後日本における急激な社会経済的変化と犯罪
率の変動パターンとの関係を実証的に分析するこ
と」を目的に1954年から1988年までの時系列統計
データを用いて回帰分析の手法で行った朴（1993a；
1993b；1994）の研究では、「経済的平等を伴った経
済的豊かさによって特徴づけられる経済的条件及
び検挙率と有罪率で代表される刑罰の確実性が、
戦後日本における犯罪率の推移にとって決定的な
要因であるように思える．一と結論づけている一］
1）従属変数等、仮説について詳細は朴元奎q993a：1993b’1994）を参照．
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　警察大学校（2009）によれば、1969年から2007
年までの40年間の犯罪および雇用等に関する統計
データから、12罪種の犯罪発生率を従属変数とし、
独立変数として「1人当たりの実質GDP」「ジニ係
数」「完全失業率」を用いて回帰分析を行った結果
をまとめている。例えば、「完全失業率」は強盗ほ
か計12の罪種と有意な正の相関関係があり、また
「10万人当たり警察官の数」は強盗ほか計8の罪種
と有意な負の相関関係がみられている。そして、
「統計の専門家による先行研究においても、いまだ
犯罪発生率に有意な相関を持つ説明変数について
見解が一致していない状況にある．」（警察大学校
2009：40）と記されている。
　安全・安心な地域社会を形成するためには、治
安取締り策の強化よりも、社会保障・社会福祉の
充実こそが基本的に重要であるという仮説のもと
に行われた片平（2010）の文献的考察の結果では、
犯罪増減の要因として社会保障・社会福祉の充実
度が関連していることが示唆された。
　上記の通り、失業率やジニ係数等の指標や警察
力の強化を犯罪の抑止変数として採用した研究は
行われているが、社会保障・社会福祉の指標を抑
止変数として採用した研究は部分的にしか行われ
ていない。
　そこで、本研究では先行研究を受けて、主に経
済的な要因が動機と思われる犯罪に焦点をあて、
2004年10月に行われた日本社会福祉学会第52回全
国大会において片平洌彦、牧野忠康によって提唱
された「予防福祉学」2’i片平洌彦・牧野忠康2004：
199）の視点から、「社会保障・社会福祉の充実は犯
罪の抑止効果を有している」という仮説を立て、
社会保障・社会福祉の充実度と犯罪の発生率が関
連しているかを定量分析によって明らかにするこ
とを目的とした．
II．研究方法
1．社会保障・社会福祉によりその抑止をな
　　しうると考察される罪種の分析
　犯罪の動機・原因を知るために、警察庁の統計『平
成17年の犯罪」「39　罪種別　犯行の直接の動機・
原因別　検挙件数（総数表）」における罪種ごとの
「生活困窮」3〕を動機とする犯罪件数の割合を算出
し考察・分析すると以下のようになる。
　警察庁の統計を用いて、罪種ごとにおける「生
活困窮」の割合を計算した結果は表2の通りであ
る。
　まず、交通業過を除く刑法犯総数における「生
活困窮」を動機とする犯罪の割合は12．73％であっ
た。そして、この数字を上回る数字を示している
罪種は詐欺（24．82％）、侵入盗（2456％）、強盗
（22．37％）、偽造（21．37％）、非侵入盗（15．35％）
横領（14．49％）住居侵入（13．81％）の7罪種であった。
　これらの「生活困窮」の割合の高い7罪種の共通
した特徴は財産取得を目的とする経済犯であると
いう点である。この視点から他の罪種を見てみる
と、行為自体を目的とするわいせつ（1．56％）や強
姦（O．OO％）、直接的に財産の取得に結びつかない
殺人（327％）、放火（2，18％）、暴行（0．41％）、傷
害（0ユ2％）は低い割合を示している。また、特
徴的なのは乗り物盗（4．38％）である。この罪種は
窃盗に分類されるものであるが、侵入盗、非侵入
盗と比べて低い割合を示している。これは自転車
を中心とした乗り物は容易に盗難しうるが、換金
2）「予防福祉学」は真田是（2002）の「社会福祉」の用語解説「狭義には、自立を困難にされている人々への施策、広
　義には、生活関連の公共施策の総称／t」を参考にして、「この哨立を困難にされている』ことの原因を解明し、そ
　のような状態に陥ることを防ぐための方策を明らかにする学問分野」！片平2011：64）として片平によって定義され
　命名されたものである。この概念は片平の薬害の領域における研究（片平1994：199712001等）から導かれた理論
　である。その課題は「「要援助者』を「要援助」の状態にならしめた社会的原因を明らかにし、その原因除去の方策
　を明らかにすること」（片平2011：64）である。本稿では予防福祉学の立場から、犯罪の要因を明らかにするとともに、
　様々な価値観を持つ多元的主体が参加する新しい公共の中で合意に基づくソーシャルアクションを起こす意図から、
　参加者の共通認識を生むため、社会に働きかける効果的な方法として統計という客観性が高い研究方法を選択した、
3’）本研究における「生活困窮」の定義は、警察庁統計及び警察白書に用いられている「生活困窮」とした・その定義は「被
　疑者または生計を一とする家族の失業、病気、けが、死亡、怠業、浪費等により生活が困窮していること、」即ち上
　記の様々な原因による経済的な生活困窮である
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表2「生活困窮」を動機とする犯罪の割合
罪種 総数（件） 「生活困窮」を動機とする件数@　　　　（件）
「生活困窮」を動機とする割合
@　　　　（％）
刑法犯総数 633119 80610 1273
詐欺 29026 7204 24．82
侵入盗 103総8 25343 24．56
強盗 3237 724 2237
偽造 7］35 1557 21．82
非侵入盗 261803 40199 15．35
横領 1404 210 14．96
住居侵入 8803 12指 ］3．81
恐喝 5284 355 6．72
凶器準備集合 16 1 6．25
乗り物盗 51556 2474 4．80
背任 26 1 3．85
器物損壊等 11145 414 3．71
殺人 1224 40 3．27
放火 1283 28 2．18
わいせつ 6086 95 1．56
略取誘拐・人身売買 200 3 1．50
盗品等 5175 76 1．47
脅迫 1609 20 1．24
汚職 111 1 0．90
逮捕監禁 423 3 0．71
占有離脱物横領 90589 552 0．61
賭博 213 1 0．47
公務執行妨害 3187 13 0．41
暴行 13519 18 O寸3
傷害 22962 27 0．12
強姦 1373 0 0．OO
あっせん利得処罰法 1 O 0．00
資料：警察庁．「平成17年の犯罪』より算出。
性が低い為に「生活困窮」の状態を解消できる犯
罪とはなりえないため、「生活困窮」の動機を低い
割合で示したものと考えられる。住居侵入は強盗、
侵入盗を起こす準備として犯人が下調べの為侵入
を行った結果、認知されるという側面があり、強盗、
侵入盗が高い割合を示していることから、その割
合と同調して高い割合を示す結果になっていると
考えられる。
　また、これらの「生活困窮」の割合の高い罪種
の中で、横領（．　1496％）は他の罪種と性質を異に
していると考えられる，その理由は、横領は身分
犯とよばれ、委託や業務などにより他人の財産を
占有する立場にあるものが犯す罪種である。その
ため本研究の対象とする社会保障・社会福祉の対
象となる失業・疾病、老齢などの状況による「生
活困窮」のために犯罪を犯してしまった者とは想
定できない。
　そして、横領犯を除くこれらの6罪種は重回帰
分析による先行研究において、個人の収入の途絶
を引き起こす社会的要因を示す独立変数として採
用された完全失業率と5％の水準で有意な関係を
有している一（警察大学校2009：40）
　以上の考察と先行研究を根拠に本研究の対象と
する「生活困窮」を動機とし、貧困施策を中心と
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する社会保障・社会福祉によりその抑止をなしう
ると考察される罪種は、横領を除く、強盗、非侵
入盗、侵入盗、住居侵入、詐欺、偽造の6罪種と
分析した。
2．「生活困窮」を動機とする罪種の犯罪発生
　　率を従属変数とする重回帰分析
　上記の分析を受けて以下の手続きにより重回帰
分析を行った。
　まず「生活困窮」を動機とする割合の高い罪種
の犯罪発生率を計算し従属変数とした。犯罪発生
率の定義については人口十万人当たりの犯罪認知
件数を採用した。
　次に朝日新聞出版のデータベースである都道府
県別「WEB民力」の指標の中から独立変数を選
択した。4）そして、これらを用いて重回帰分析を
行った。
　分析を行う統計年は2005年に設定をした。理由
は国勢調査実施年であること、また、現時点にお
いて統計資料の発表が十分に行われていることに
よる，
　そして、本研究の視座から先行研究を受けて採
用すべき独立変数を検討した。選択した独立変数
は以下のとおりである。仮説検証のために社会福
祉の充実度を示す一人当たりの民生費投資額、「生
活困窮」を引き起こす社会的原因とされる失業率、
その都道府県が、全体としてどれだけ「豊かな自
治体」であるかを示す1指標である富裕度（いず
れも全国平均を100とした場合の全国比数値。以下
同じ）である。各指標の定義と算出方法は表1に
示すとおりである。
　重回帰分析を行うに先立ち、3種の独立変数同
士の単相関を計算し相関行列を作成し、有意な相
関関係を有する場合は独立変数の片方を外して多
重共線性の予防措置を行うこととした。また、重
回帰分析の結果と比較するために従属変数と独立
変数の単相関関係を調べた．集計・解析はPASW
Statistics　l8を用いた。
皿．結　果
　重回帰分析にさきがけ、独立変数間の相関行列
を作成し相関関係を確認した。その結果、各独立
変数間に有意な相関関係は見られなかった。（表3）
同じく、重回帰分析の結果と比較するために各罪
種と独立変数の単相関係数を調べまとめた。（表4）
　そして従属変数を強盗、非侵入盗、侵入盗、住
居侵入、詐欺、偽造とし、独立変数を一人当たり
の民生費投資額、失業率、富裕度として重回帰分
析を行った。
　その結果、強盗、非侵入盗、侵入盗、住居侵入
と一人当たりの民生費投資額に有意な負の相関関
係（いずれもp＜0．01）が確認できた。また、強盗、
非侵入盗、侵入盗、偽造と失業率に有意な正の相
関関係（いずれもp＜0．01）が確認できた。そして、
強盗、非侵入盗、詐欺、偽造と富裕度にも有意な
正の相関関係（いずれもp〈0．01）が確認できた，
　重相関係数Rは強盗においてはR＝0．800、非侵入
盗はR＝0．745、侵入盗はR＝0．640、住居侵入はR＝
0504、詐欺はR＝0．437、偽造はR＝0．586を示した．
上記の分析の結果をまとめたものが表5である。
表1　指標の計算式と資料の出所
独立変数 計算式 出所
一人当たりの
ｯ生費投資額 民生費÷住民基本台帳人口
総務省自治財政局財務調査課『都道府県決
Z状況言剛、「住民基本台帳人口要覧』
失業率 完全失業者÷労働力人口 総務省統計局「国勢調査報告］
富裕度 （個人預貯金残高の水準値＋労働者平均給与の水準値）÷2 日本銀行゜都道府県別経済統計』、厚生労働ﾈ統計調査第1課毎月勤労統計要覧』
資料：朝日新聞出版「WEB民力」より作成。
4｝数多の厚生の指標の中において「民力」を採用した理由は、都道府県別にデータが用意されている点、全国を100と
　した指標化が行われている点による。
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表3　独立変数間の相関係数
一人当たりの
ｯ生費投資額 失業率 富裕度
　　　　　　　　　　　　　　　　Pearsonの相関係数一人当たりの民生費投資額　　　　有意確率（両側）
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
?? 0，049
O，744@47
一〇．272
@0．064
@　47
　　　　　　　　　　　　　　　　Pearsonの相関係数
ｸ業率　　　　　　　　　　　　　有意確率（両側）
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
0，049
O744@47
?? 一〇．164
@0．269
@　47
　　　　　　　　　　　　　　　　Pearsonの相関係数
x裕度　　　　　　　　　　　　　有意確率（両側）
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
一〇．272
@0．064
@　47
一〇．164
@0．269
@　47
??
表4　各罪種と独立変数との単相関係数
　　　　　　　　　罪種
ﾆ立変数 強盗 非侵入盗 侵入盗 住居侵入 詐欺 偽造
一人当たりの民生費投資額 r＝－0．605★★ r＝－0．557倉★r＝－0．544禽★ r＝－0．504★★r＝0．015r＝－0．102
失業率 r＝0．361★r＝0．245r＝－0．310★r＝0．032r＝0」38 r＝0．264
富裕度 r＝0．437★★ r＝0．502★★r＝0．274 r＝0．305★r＝0．437★★r＝0．473★★
★p＜0．05★★　p＜0．01 r＝単相関係数
表5　重回帰分析の結果
　　　　　　　　　罪種
ﾆ立変数 強盗 非侵入盗 侵入盗 住居侵入 詐欺 偽造
一人当たりの民生費投資額 β＝－0．527★★ β＝－0．455★★β＝－0560★★βニー0．504杜β＝0．145 β＝0．027
失業率 β＝O．447★★ β＝0．339★★β＝0．337杜β＝0．057 β＝0．216 β＝0．351翰
富裕度 βニ0．367★喪 βニ0．434★★β＝0．196 β＝0．181 β＝0．437★★β＝0．531口
重相関係数（R） 0．8 0，745 0．64 0504 0，437 0，586
tp＜O．05’t　p＜O．Ol β＝↑票準化係数
IV．考　察
　以下、独立変数ごとに考察を行う。
（1）一人当たり民生費投資額
　重回帰分析を行う前にそれぞれの罪種との単相
関関係を調べた。その結果を示したものが表4、
図1～4である。強盗、非侵入盗、侵入盗、住居
侵入といずれも1％水準で強い負の相関関係を示
している。
　重回帰分析の結果、この指標は強盗、非侵入盗、
侵入盗、住居侵入と有意な負の相関関係を示し、
詐欺、偽造とは有意な相関関係を持たなかった。
これはそれぞれの罪種との単相関関係と同じ結果
であり、結果は妥当なものであると考えられる。
　この独立変数は表1に示したように、各地方自
治体の決算における民生費を住民基本台帳人口で
除した指標である。民生費とは、地方自治体が実
施する社会保障・社会福祉への投資金額である。3
この指標は一人の住民にどのくらい社会保障・社
会福祉費用が投資されているかを表し、社会保障・
社会福祉の充実度を示す指標である。この結果は、
統計上、社会保障・社会福祉の充実している都道
府県においては、強盗、非侵入盗、侵入盗、住居
侵入の認知件数が少ないことを示していると考え
られる．
5｝総務省編「地方財政白書（平成19年版　平成17年度決算）・
　〔http：”www．soumu．go．jp／rne肌1＿seisaku／hakL／syo／chihou□9data　yougo．html2011．320）の解言見による、
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（2）失業率
　重回帰分析の結果と比較するために調べた罪種
と失業率の単相関関係（表4）において、非侵入盗、
偽造は有意な相関を持たなかった。それに対して、
重回帰分析の結果、失業率は強盗、非侵入盗、侵
入盗、偽造と正の有意な相関関係を示した。これ
は選択された他の独立変数の影響と推察される。
特に、非侵入盗と偽造の重回帰分析において採択
された富裕度が関係していると考えられる，詳細
については先行研究を交えて富裕度の考察で述べ
ることとしたい，
　警察大学校（2009）は先に紹介した完全失業率の
重回帰分析の結果と、一人当たりの実質GDPが重
回帰分析の結果、非侵入盗、侵入盗、殺人、強盗、
暴行と正の相関関係を持つことをうけて、経済的
な要因が罪種の発生率に影響を与えると結論づけ
ている一6；
　今回の重回帰分析の結果は、先行研究の分析結
果と結論を併せて考察すると、経済的原因が犯罪
の発生率に影響を与えるという従来の学説を裏付
けるものであるといえよう。
（3）富裕度
　富裕度は重回帰分析の結果、強盗、非侵入盗、
詐欺、偽造と有意な正の相関関係を示した．この「富
裕度」は経済的犯罪が発生する前提となる財産の
存在を示す指標である。特に強盗、詐欺などの犯
罪には、対象となる金額の大きな貯蓄や不動産な
どの財産の存在が必要とされることがある為、犯
罪率に対して正の相関関係を示したと考えられる。
　また、本研究の対象となる失業などの理由から
経済的犯罪を犯す「生活困窮」者は、そもそも処
6）警察大学校（2009：48）参照．
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分する財産を持たないものであることが想定され
る一このことから本指標は都道府県の経済的な格
差の大きさを示す変数としての側面を持っている．
　前述のとおり失業率は単相関関係において非侵
入盗、偽造と相関関係を持たなかった。しかし、
富裕度を独立変数に加えた重回帰分析の結果、有
意な相関関係を持つようになった，先行研究には
経済的格差の大きさを示すジニ係数が犯罪と有意
な正の相関関係があるという結果を示した警察大
学校（2009：40）や、経済的平等度の向上が犯罪に対
して影響を与えるという指摘（朴1994：180）がある。
この結果は富裕度の指標が持つ都道府県の経済的
格差の大きさを示すという性質が重回帰分析の結
果に影響を与えたものと考察する。
　同じく、単相関関係において有意な正の相関を
持っていた住居侵入と富裕度が重回帰分析の結果、
有意な相関を持たなくなったことは独立変数とし
て投入された一人当たりの民生費投資額が富裕度、
つまりは都道府県の経済的な格差に影響を与え、
犯罪との相関関係を打ち消していることを意味し
ていると考察できよう。
V．結　論
　本研究では「社会保障・社会福祉の充実は犯罪
の抑止効果を有しているか」という仮説の検証を
試みた。その結果、以下の点が明らかになった．
1．警察庁統計『平成17年の犯罪」より、「生活困窮」
を動機としている比率が高い、社会福祉・社会保
障の充実度と関連する罪種は詐欺、侵入盗、強盗、
偽造、非侵入盗、住居侵入であることから「生活
困窮」を動機とする犯罪は上記の6罪種に高い割合
で偏在している。
2．重回帰分析の結果、社会福祉の充実度を示す
指標である一人当たりの民生費投資額の指標は強
盗犯、非侵入盗、侵入盗、住居侵入と負の相関関
係を有する。また、「生活困窮」を引き起こすと考
えられる失業率の指標は強盗、侵入盗、非侵入盗、
偽造と正の相関関係を有していたそして、富裕
度の指標が強盗、非侵入盗、詐欺、偽造と正の相
関関係を有していた，
　以上の結果は、経済的・社会的要因が犯罪に影
響を与えているという従来の経済仮説を統計上裏
付けるとともに、その解消の要因として働くと考
えられる貧困施策を中心とする社会保障・社会福
祉への投資は、強盗、侵入盗、非侵入盗の抑止変
数として働き得ると考察でき、部分的に仮説を強
化できたと結論できる。
VI．本研究の限界と今後の課題
　本研究の対象とした犯罪のデータはあくまで検
挙されたもののみであり、「犯罪統計」には発生し
たものの検挙されない「犯罪」は含まれない。ま
た今回は2005年だけの全国都道府県の横断的デー
タのみの分析にとどまっている。ここに本研究の
限界がある．本研究のような、特に景気の循環を
含めた経済的な指標や社会保障・社会福祉費など
の財政面と犯罪発生率との関係の統計的な検討は、
新自由主義や福祉国家論等に関するイデオロギー
的な論争からではなく、社会保障・社会福祉の充
実が犯罪を予防する客観的な効果を持つという視
点から、公共政策を提案し、より一層、社会保障・
社会福祉の意義を示すものになるであろう，
　今回の予備研究の過程で平成17年における65歳
以上の犯罪のおよそ55．22％が万引きであることが
判明した，予防福祉学の視点から、高齢者がなぜ
そのような状況に陥ったのか、原因を解明し、防
ぐための方策を明らかにする対象者へのインタ
ビューなどの質的研究が必要とされると考えられ
る。それも今後の課題としたい，また、年次を追っ
ての変化を調べる「縦断的分析」も併せて行うこ
とが望ましいため、今後の課題としたい。
　本研究は東洋大学福祉社会開発センターにおけ
る「私立大学学術研究高度化推進事業オープン・
リサーチ・センター（人文社会系）福祉社会開発
の方法とその実践過程に関する総合的研究」の「プ
ロジェクト1」の1課題として実施された「安全・
安心」な福祉社会形成のあり方（第3報）犯罪と
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社会福祉・社会保障との関係に関する統計的考察
（その1）」の報告にある今後の課題を受け、さら
に新たな分析・知見と検討を加えたものである．
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